
○国立大学法人鹿児島大学受託研究取扱規則 

平成19年６月29日 

規則第74号 

国立大学法人鹿児島大学受託研究費受入規則(平成16年規則第84号)の全部を改正する。 

(趣旨) 

第１条 この規則は、国立大学法人鹿児島大学(以下「本学」という。)における受託研究の

実施に関し必要な事項を定める。 

(定義) 

第２条 この規則において次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 「受託研究」とは、本学が学外の機関等(以下「委託者」という。)からの委託を受

けて行う研究、調査、試験、製作及び検査等で、これに要する経費を委託者が負担する

ものをいう。 

(2) 「部局等」とは、事務局、各学部、附属病院、各研究科、機構又は機構の各センタ

ー、ヒトレトロウイルス学共同研究センター及び各学内共同教育研究施設をいう。 

(3) 「部局長」とは、前項に定める部局等の長(事務局長を置かない場合の事務局にあっ

ては研究推進部長)をいう。 

(4) 「研究代表者」とは、本学で行われる受託研究を総括する者をいう。 

(5) 「直接経費」とは、当該受託研究遂行上、本学が必要とする謝金、旅費、研究支援

者等の人件費、設備費、消耗品費、光熱水料等の直接的な経費をいう。 

(6) 「間接経費(研究管理経費)」とは、当該受託研究遂行に関連して直接経費以外に必

要となる経費のうち、研究開発環境の改善や大学全体の機能の向上に必要となる経費を

いう。 

(7) 「学術貢献費」とは、本学の研究代表者及び研究分担者(以下「研究代表者等」とい

う。)の人件費相当額及び研究代表者等が有する学術的な知的貢献への対価として、必

要に応じて計上する経費をいう。 

(8) 「戦略的産学連携経費」とは、研究力向上、知的財産の管理及び活用に係る経費の

ほか、産学官連携機能強化に資する人材の人件費など、本学における中長期的な産学官

連携活動の発展に向けたマネジメント経費をいう。 

(9) 「間接経費」とは、間接経費(研究管理経費)、学術貢献費及び戦略的産学連携経費

を合わせた経費をいう。 

(受入れの基準) 

第３条 受託研究は、本学の教育研究に有意義であり、かつ、本学の業務に支障を生ずるお

それがないと認められる場合に限り受け入れることができるものとする。 

(研究の申込み) 

第４条 委託者は、受託研究申込書を研究代表者が所属する部局長に提出するものとする。 

２ 委託者は、前項の申込書を提出する場合において、あらかじめ研究代表者と受託研究の



内容について協議するものとする。 

(受入れの決定等) 

第５条 受託研究の受入れは、当該部局等の部局長が決定するものとする。ただし、第８条

第４項の規定に基づき、間接経費(研究管理経費)の減額又は免除を行う場合は、部局長は、

部局等での審査を経て学長に受入れを申請する。 

２ 部局長は、受託研究の分担者が、他の部局等に所属している場合において受入れの決定

をする際には、あらかじめ当該他の部局長の同意を得なければならない。 

３ 学長は第１項ただし書の申請があったときは、その内容を審査し、受入れの決定及び、

当該部局長にその内容を通知するものとする。 

(受入れの通知) 

第６条 部局長は、受託研究の受入れを決定したとき、又は前条第３項の通知を受けたとき

は、委託者及び契約担当役にその旨を通知するものとする。 

(契約の締結) 

第７条 契約担当役は、前条の通知を受けたときは、委託者と受託研究契約書により契約を

締結し、当該契約書を部局長に送付するものとする。ただし、契約締結にあたり必要と認

められる場合は、委託者と協議の上、契約書の条文を加除・修正することができるものと

する。 

２ 部局長は、前項による報告を受けたときは、出納命令役に関係書類を引き継がなければ

ならない。 

(研究経費の負担) 

第８条 委託者は、直接経費と間接経費(研究管理経費)の合算額(以下「研究経費」という。)

を負担するものとし、原則として当該受託研究の開始前に一括して、出納命令役が発する

請求書により、納入しなければならない。ただし、医薬品等の臨床研究においては、研究

経費を契約単位経費と症例単位経費に区分し、契約単位経費は当該受託研究の開始前に一

括納入し、症例単位経費は症例に応じ後納するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、本学が学外機関等と協議し合意した場合は、研究経費に加え

て学術貢献費及び戦略的産学連携経費を学外機関等に負担させることができるものとし、

取扱いについては別に定める。 

３ 間接経費(研究管理経費)の額は、直接経費の30％に相当する額とする。ただし、次の各

号のいずれかに該当する場合は、間接経費(研究管理経費)を減額又は免除することができ

る。 

(1) 委託者が国(国以外の団体等で国からの補助金等を受け、その再委託により研究を委

託することが明確なものを含む。)の機関、特殊法人、認可法人、独立行政法人又は地

方公共団体(以下「国等」という。)であって、当該委託者が間接経費率を定め、これに

基づき算出された額が措置される場合 

(2) 委託者が国等であって、研究経費に間接経費(研究管理経費)が措置されていない場



合 

(3) 競争的資金による研究経費のうち当該研究経費に係る間接経費(研究管理経費)が措

置されていない場合 

４ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合であって、学長が認めた

ときは、間接経費(研究管理経費)を減額又は免除することができるものとする。 

(1) 委託者が国等であって、財政事情により間接経費(研究管理経費)の全部又は一部を

措置できない場合 

(2) その他やむを得ない事由がある場合 

５ 戦略的産学連携経費の額は、学術貢献費の30％に相当する額とする。 

６ 出納命令役は、研究経費が納入されたときは、部局長に通知するものとする。 

７ 受託研究を完了し、又は第９条の規定により受託研究を中止したときに、納入された研

究経費に不用が生じた場合は、委託者は、不用となった額の返還を請求できるものとする。

なお、本学は、委託者からの返還請求があった場合においては、これに応じなければなら

ない。 

(研究の中止又は期間の延長) 

第９条 研究代表者は、受託研究を中止し、又は研究期間を延長しなければならない事由が

生じたときは、直ちに部局長にその旨を報告しなければならない。 

２ 部局長は、前項の報告を受けた場合において、受託研究の実施上やむを得ない事由があ

るときは、委託者と協議の上、当該受託研究を中止し、又は研究期間を延長することがで

きるものとする。この場合、部局長は当該事実について、契約担当役に通知しなければな

らない。 

３ 契約担当役は、前項の通知があった場合、契約を解除又は期間延長の変更契約を締結す

るものとする。 

(設備等の帰属) 

第10条 研究経費により新たに取得した設備等は、原則として本学に帰属する。 

(進行状況の報告等) 

第11条 研究代表者は、研究期間中、必要に応じて委託者に対し進行状況報告を行うととも

に、進行その他について協議するものとする。 

(研究成果報告書の作成) 

第12条 研究代表者は、受託研究実施期間中に得られた研究成果について、研究成果報告書

として取りまとめ、部局長へ提出するものとする。 

(研究の完了) 

第13条 受託研究が完了したときは、研究代表者は、部局長にその旨を報告しなければなら

ない。 

２ 部局長は、前項の報告を受けたときは、契約担当役及び委託者にその旨を通知するもの

とする。 



(知的財産の取扱い) 

第14条 受託研究における知的財産の取扱いは、契約書によるものとし、契約書に定めのな

い事項については、国立大学法人鹿児島大学知的財産規則(平成16年規則第41号)によるも

のとする。 

(研究成果の公表) 

第15条 受託研究による研究成果は、原則として公表するものとする。 

２ 部局長は、公表の時期及び方法について、必要な場合には、特許権等の取得の妨げにな

らない範囲において、委託者と協議の上、契約書等において定めるものとする。 

(秘密の保持) 

第16条 部局長は、受託研究に関する契約の締結にあたり、相手方から開示若しくは提供を

受け又は知り得た情報については、あらかじめ協議の上、非公開とする旨、定めることが

できるものとする。ただし、法令に基づき開示されるものは除く。 

(附属病院における医薬品等の臨床研究の受託) 

第17条 附属病院が外部からの委託を受けて医薬品等の臨床研究を実施する場合の取扱い

については、この規則に定めるもののほか、附属病院長が別に定めることができる。 

(部局等における各種試験の受託) 

第18条 部局等において外部からの委託を受けて各種試験を実施する場合の取扱いについ

ては、この規則に定めるもののほか、当該部局長が別に定めることができる。 

(その他) 

第19条 本規則に定めるもののほか、受託研究の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

１ この規則は、平成19年６月29日から施行する。 

２ この規則の施行日の前日までに複数年契約を締結した受託研究の取扱いについては、改

正後の規則にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則 

この規則は、平成22年２月19日から施行する 

附 則 

１ この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行日の前日までに契約を締結した医薬品等の臨床研究の取扱いについて

は、改正後の第８条第１項及び第４項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成28年10月１日から施行する。 



附 則 

この規則は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和２年４月30日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

附 則 

この規則は、令和３年４月５日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

 


